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第１ 審査の結果

平成27年度一般会計及び特別会計歳入歳出決算書等は、関係諸帳簿及び証拠書類と符合しており、その計数は正確

であることを確認した。

また、予算の執行、会計及び財産に関する事務については、おおむね適正に行われているものと認められた。

第２ 審査意見

１ 行財政運営について

平成27年度決算状況を、普通会計（一般会計と特別会計との会計間の繰入・繰出の重複額を控除して合算した統計

上の会計）でみると、歳入総額は5,190億円余、歳出総額は5,017億円余で、ともに昨年度に続き減少している。

歳入については、税率引上げ等による地方消費税や法人事業税の増加等はあるものの、国庫支出金の減少等によ

り、前年度比174億円余、率にして3.3％の減となっている。

歳出については、地方消費税の増収に伴う市町村への地方消費税交付金の増や基金管理の見直しに伴う財政調整基

金への積立の増等はあったが、普通建設事業の減等により、前年度比167億円余、率にして3.2％の減となっている。

本県では、平成19年に「財政健全化基本方針」を策定し、『概ね10年後において、130億円程度の基金を確保した

上で、給与の特例減額などの特例措置なしに収支均衡の状態にする』ことを目標として、財政健全化に取り組んでお

り、平成20年度から平成23年度までの集中改革期間を経て、平成24年度から平成27年度を経過監視期間と位置づけ

て、財政健全化の取り組みを継続してきた。

毎年度生じる収支不足を基金の取崩しによって補てんする状況は続いているが、平成27年度末の財政調整のための

基金残高は163億円余で、「財政健全化基本方針」で目標とされている額を30億円余上回っている。

平成27年度末の県債残高は9,847億円余で、平成26年度末から61億円余の増となっている。これは、減債基金の満

期一括勘定に積み立てていた繰上償還のための前倒し積立分を、減債基金の一般勘定に移したことにより、決算処理

上増加して見えているものである。この影響分を除いた実質の県債残高でみると、新規県債の発行抑制や県債の繰上

償還の取り組みにより、前年度に比べ141億円余の減となっている。

今後も引き続き、新規県債の発行抑制や県債の繰上償還によって、公債費の減額と収支の改善を図るとともに、県

の財政状況などについて、県民の理解が深まるよう、わかりやすい広報に努められたい。

島根県の経済は、平成27年度においても緩やかな回復が続いていると分析され、堅調な業種等において法人事業税

収の増加等もみられるところである。しかしながら、県債残高は依然多額であり、また、国の地方財政対策の動向な

ど不透明な要因も多いことから、引き続き財政健全化に向けた取り組みを継続しながら、「まち・ひと・しごと創生

島根県総合戦略（平成27年10月策定）」や「島根総合発展計画第３次実施計画（平成28年度～平成31年度）」に掲げ

られた人口減少対策をはじめとする必要な施策を適切に推進されたい。

２ 会計及び財産に関する事務について

⑴ 収入未済額の縮減

平成27年度の収入未済額は、現年度分２億7,764万円余、過年度分19億5,822万円余、総額22億3,587万円余で、

前年度に比べ現年度分が１億7,022万円余（△38.0％）の減、過年度分が50万円余（△0.0％）の減、総額では

１億7,073万円余（△7.1％）の減となっている。

これは、各部局における様々な取り組みによるものと言える。

収入未済額が大きいものは、県税、中小企業近代化資金貸付金、母子父子寡婦福祉資金貸付金などである。

① 県税

平成27年度の県税徴収率は、前年度から0.3ポイント増の99.1％で、８年連続全国一位となっており、引き続

き高い水準を維持している。

収入未済額は総額５億7,232万円余で、前年度に比べ１億2,209万円余（△17.6％）減少している。

収入未済額の71.0％を占める個人県民税については、前年度に比べ4,994万円余（△10.9％）、同じく11.1％

を占める自動車税については626万円余（△9.0％）、いずれも収入未済額が減少している。
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これは、個人県民税にかかる特例滞納整理や、県と市町村の徴収担当職員の相互併任による滞納整理の共同実

施、自動車税にかかる電子納付・コンビニ納付促進などの成果と見られる。今後、クレジットカード納付の導入

や、個人県民税にかかる特別徴収の実施について関係団体を通じて対象となる事業者に働きかけるなど、さらな

る取り組みを進め、引き続き県税収入の確保に努められたい。

② 貸付金等の税外収入

県税を除く平成27年度の収入未済額は16億6,354万円余で、前年度に比べ 4,863万円余（△2.8％）の減となっ

ている。

県税以外の収入未済には、貸付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料などがあるが、中小企業近代化資金

貸付金と母子父子寡婦福祉資金貸付金の収入未済額がその87.6％を占めている。

中小企業近代化資金貸付金の収入未済額は、11億8,956万円余で、前年度に比べ3,862万円余（△3.1％）減少

している。

また、母子父子寡婦福祉資金貸付金の収入未済額は、２億6,734万円余で、前年度に比べ576万円余（2.2％）

の増となっているが、前年度に比べ、現年度分の額は減少している。

厳しい経済情勢等により回収困難なケースも増加しているなか、各部局とも、弁護士への法律相談や調査・回

収の外部委託制度などの債権管理にかかる様々な方策を活用しながら、収入未済額の縮減に努力されているとこ

ろであり、その成果は着実に出ている。引き続き、滞納初期におけるきめ細かな状況把握・対応にも留意しなが

ら、適切な債権管理に取り組まれたい。

⑵ 県有財産の有効活用等

県有財産の有効活用については、「財政健全化基本方針」における財源確保の項目として掲げられており、管財

課での一元的な未利用財産売却促進の取り組みなどもあって、平成27年度には県全体で12億円余の売却実績をあげ

ている。

平成26年度には、県有財産利活用方針が策定され、この方針に基づく取り組みを着実に進めるため県有財産有効

活用推進委員会及び管財課財産活用推進室が設置されるなど、全庁挙げて取り組む体制が整いつつある。今後も知

事部局、教育委員会、警察本部等が一層の連携協力を図りながら、低・未利用財産の利活用、計画的な施設の保全

・長寿命化、不用財産の売却促進など県有財産の有効活用に取り組まれたい。

また、統一的な基準による「新地方公会計制度」を平成29年度末までに導入するため、「固定資産台帳」の整備

が進められつつある。整備に当たっては、各種台帳間で重複・漏れ・齟齬が生じることがないよう、財政課と各種

台帳所管課は互いに連携調整を図られたい。

⑶ 予算執行時の節減

「財政健全化基本方針」では、予算執行段階での徹底した節減も、財源確保の方策のひとつとして掲げられてお

り、既に取り組まれ、毎年一定の成果を挙げてきている。

しかしながら、国の経済対策によって造成された基金も大幅に減少し、また、国の地方財政対策の動向も不透明

であるなど、県財政にとっては楽観できない状況が今後も続いていくと予想される。

そうした状況も踏まえ、各執行所属においても、必要な予算を確保し、各種施策を適切に推進していくなかで、

事業実施中にも絶えず効果の検証を行い、引き続き執行額の節減に努められたい。

⑷ 適切な資金管理

当該年度の歳入歳出にかかる資金については、収入そのものの増に向けた努力はもとより、国庫補助金等の概算

払時期の早期化の要望・県税や使用料等の納期限内納付の促進、といった収入の早期確保に向けた取り組みも継続

されている。しかし、一時的に資金が不足する期間もあることから、各種基金の繰替運用等により対応されている

ところである。平成26年度から一部の基金について、資金の運用方法が、従来の繰替運用から債券運用に切り替え

られたことも踏まえ、適切な資金管理に向けて、より精度の高い資金計画が求められる。

資金管理を担当している出納局においては、各執行所属からの計画報告時の注意喚起や所属ごとの計画と実績の
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乖離状況の公表に加え、乖離の大きい所属と個別に対策を協議するなど、正確な資金計画の作成に向けて取り組ま

れているところであるが、引き続き、各執行所属に対する啓発に努められたい。

各執行所属においても、資金計画の重要性について十分認識され、引き続き高い意識を持って取り組まれたい。

なお、基金の債券運用については、安全性に配慮しつつ、総体としての増収効果について絶えず検証しながら、

引き続き適切に運用されたい。
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